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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済・金融政策を背景に、企業収益や雇用・所得環境の改善がみられる

等、緩やかな回復基調で推移しました。一方で、中国やアジア新興国の下振れ等の海外経済の不確実性の高まりや、金融資本市場の変動

による影響等のリスクも存在しており、景気の先行きについては留意が必要な状況が続いております。 

建設業界におきましては、住宅ローン減税の拡充や省エネ住宅ポイント制度の実施に加え、住宅取得資金に係る贈与税の非課税措置の

拡充等、政府による各種施策により、新設住宅着工戸数は持ち直しの傾向が続きました。一方、相続税の税制改正を背景に賃貸住宅建設

に対する需要は底堅く、新設貸家着工戸数は堅調に推移しております。 

このような状況の中、当第３四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高は2,074億８千１百万円（前年同期比8.5％

増）となりました。利益面におきましては、営業利益99億７千３百万円（前年同期比106.2％増）、経常利益103億２千１百万円（前年同

期比94.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益65億８千１百万円（前年同期比103.9％増）となりました。 

セグメントの業績は以下のとおりであります。 

 

（建設事業） 

建設事業におきましては、前連結会計年度の受注高が増加したことにより、当第３四半期連結累計期間の完成工事高は前年同期と比較

して増加しております。利益面におきましては、生産性の向上に加えて、商品の集約化を図り建築部材の集中購買を行う等、積極的にコ

ストダウンに努めたことにより、完成工事総利益率には改善がみられました。この結果、建設事業における売上高は1,025億７千２百万

円（前年同期比9.6％増）、営業利益は104億５千２百万円（前年同期比61.0％増）となりました。 

また、当第３四半期累計期間の当社単体における総受注高につきましては、1,121億８千５百万円（前年同期比3.8％増）となりました。 

 

（不動産賃貸事業） 

不動産賃貸事業におきましては、管理物件数の増加に伴うサブリース経営代行システム（一括借り上げ制度）による入居者様からの家

賃収入及び管理料収入等の増加により、売上高は前年同期と比較して増加しております。また、賃貸建物の当第３四半期末の入居率は入

居仲介促進のための各種施策に積極的に取り組んだことにより95.6％となり、高い入居率を維持しております。この結果、不動産賃貸事

業における売上高は1,028億１百万円（前年同期比7.5％増）、営業利益は44億２千４百万円（前年同期比29.2％増）となりました。 

 

（その他） 

総合広告代理店業、旅行代理店業及びゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業で構成されるその他の事業における売上高は21億７百

万円（前年同期比5.5％増）、営業損失は１千４百万円（前年同期は営業利益１億５千万円）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

資産の部におきましては、現金預金が46億１千１百万円増加したことから、流動資産は946億９千２百万円（前期末比4.9％増）となり

ました。この結果、資産合計は1,393億４百万円（前期末比3.5％増）となりました。 

負債の部におきましては、未払法人税等が14億５千万円減少したことから、流動負債は508億４千４百万円（前期末比1.4％減）となり

ました。この結果、負債合計は754億５千万円（前期末比0.6％減）となりました。 

純資産の部におきましては、利益剰余金が53億７千万円増加したことから、純資産合計額は638億５千３百万円（前期末比9.0％増）と

なりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成28年４月期通期の連結業績予想におきましては、平成27年12月７日の「業績予想の修正に関するお知らせ」で公表いたしました数

値から変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 
（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 

平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から

適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映

させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っており

ます。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

  該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

  該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

   【セグメント情報】 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

前第３四半期連結累計期間(自  平成26年５月１日  至  平成27年１月31日) 
   (単位：百万円)

 

報告セグメント 
その他
(注)１

合計 
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３ 建設事業 

不動産 
賃貸事業 

計 

売上高  

  外部顧客への売上高 93,566 95,599 189,166 1,997 191,164 ― 191,164

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

2 1,014 1,016 2,348 3,365 △3,365 ―

計 93,569 96,613 190,183 4,346 194,529 △3,365 191,164

セグメント利益 6,491 3,424 9,915 150 10,065 △5,227 4,837

 

当第３四半期連結累計期間(自  平成27年５月１日  至  平成28年１月31日) 
   (単位：百万円)

 

報告セグメント 
その他
(注)１

合計 
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３ 建設事業 

不動産 
賃貸事業 

計 

売上高  

  外部顧客への売上高 102,572 102,801 205,374 2,107 207,481 ― 207,481

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

3 1,001 1,005 2,848 3,854 △3,854 ―

計 102,576 103,802 206,379 4,956 211,335 △3,854 207,481

セグメント利益又は損失（△） 10,452 4,424 14,876 △14 14,862 △4,889 9,973

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、総合広告代理店業、旅行代理店業及び 

ゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業を含んでおります。 

２ 調整額の内容は以下のとおりであります。 

セグメント利益 
  (単位：百万円)

項目 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 

セグメント間取引消去 △15 △94

全社費用※ △5,242 △4,794

合計 △5,227 △4,889

※全社費用は、主に提出会社本社の総務管理部等管理部門に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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４．参考資料 

（１）連結受注実績 

区  分 

前第３四半期 
連結累計期間 

（自 平成26年５月１日 
  至 平成27年１月31日） 

当第３四半期 
連結累計期間 

（自 平成27年５月１日
至 平成28年１月31日）

増  減 

（参考） 
前連結会計年度 

（自 平成26年５月１日 
  至 平成27年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

建 設 事 業         
110,261 

（104,562） 

114,902 

（110,052） 

4,641 

（5,489）

4.2 

（5.2) 

153,849 

（145,079） 

不動産賃貸事業         － － － － － 

そ の 他          － － － － － 

合  計 
110,261 

（104,562） 

114,902 

（110,052） 

4,641 

（5,489）

4.2 

（5.2) 

153,849 

（145,079） 

※上記受注高の（ ）の数値は、キャンセル処理した額を控除したものであります。 

 

 

（２）連結売上実績 

区  分 

前第３四半期 
連結累計期間 

（自 平成26年５月１日 
  至 平成27年１月31日） 

当第３四半期 
連結累計期間 

（自 平成27年５月１日
至 平成28年１月31日）

増  減 

（参考） 
前連結会計年度 

（自 平成26年５月１日 
  至 平成27年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

建 設 事 業         93,566 102,572 9,006 9.6 133,122 

不動産賃貸事業         95,599 102,801 7,201 7.5 129,366 

そ の 他         1,997 2,107 109 5.5 2,852 

合  計 191,164 207,481 16,317 8.5 265,340 
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（３）期中受注高（単体） 

期  別 
項  目 

前第３四半期 
累計期間 

（自 平成26年５月１日 
  至 平成27年１月31日） 

当第３四半期 
累計期間 

（自 平成27年５月１日
至 平成28年１月31日）

増  減 

（参考） 
前事業年度 

（自 平成26年５月１日 
至 平成27年４月30日）

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円）

増減率 

（％） 

金  額 

（百万円） 

受 注 高         
108,038 

（102,371） 

112,185 

（107,378） 

4,147 

（5,006）

3.8 

（4.9）

150,698 

（141,969） 

※上記受注高の（ ）の数値は、キャンセル処理した額を控除したものであります。 

 

 

（４）部門別売上高（単体） 

期  別 
項  目 

前第３四半期 
累計期間 

（自 平成26年５月１日 
  至 平成27年１月31日） 

当第３四半期 
累計期間 

（自 平成27年５月１日
至 平成28年１月31日）

増  減 

（参考） 
前事業年度 

（自 平成26年５月１日 
至 平成27年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

完
成
工
事
高 

賃貸マンション         21,248 22,960 1,712 8.1 30,346 

ア パ ー ト         63,621 71,680 8,058 12.7 90,418 

個 人 住 宅         229 313 84 36.8 341 

店舗マンション         4,706 3,049 △1,657 △35.2 6,644 

貸 店 舗         980 1,630 649 66.3 1,272 

そ の 他         758 310 △448 △59.1 920 

小   計     91,545 99,944 8,399 9.2 129,944 

兼
業
事
業
売
上
高 

仲 介 料 収 入         1,872 2,042 169 9.1 2,867 

管理手数料収入         275 284 8 3.1 368 

退 去 補 修 工 事         2,378 2,713 335 14.1 3,251 

リフォーム工事         2,122 2,426 304 14.3 3,001 

業務受託料収入         2,897 3,160 262 9.1 3,901 

そ の 他         3,530 3,645 114 3.3 5,081 

小   計     13,076 14,272 1,195 9.1 18,472 

合   計     104,622 114,217 9,594 9.2 148,416 

 

 

（５）受注残高（単体） 

期  別 
項  目 

前第３四半期 
会計期間末 

（平成27年１月31日） 

当第３四半期 
会計期間末 

（平成28年１月31日）
増  減 

（参考） 
前事業年度末 

（平成27年４月期末）

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円）

増減率 

（％） 

金  額 

（百万円） 

受 注 残 高         118,269 126,972 8,702 7.4 119,476 
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